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平成１３年に「子どもの読書活動の推進に関する法律」（平成１３年１２月１２日法律第１

５４号。以下、「推進法」という。）が成立しました。この推進法第２条では、「子どもの読書

活動は、子どもが、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生

をより深く生きる力を身に付けていく上で欠くことのできないものであることにかんがみ（中

略）、積極的にそのための環境の整備が推進されなければならない」としています。 

また、政府は、本推進法第８条第１項の規定に基づき、平成１４年８月に最初の基本計画（第

一次基本計画）を定めました。その後、平成２０年３月には第二次基本計画を、平成２５年５

月には第三次基本計画を、そして、平成３０年４月に第四次基本計画を策定しました。 

このことを受け、本県では、平成１６年７月に「熊本県子どもの読書活動推進計画」である

「第一次肥後っ子いきいき読書プラン」（第一次読書プラン）を策定しました。第一次読書プ

ラン策定以降も、子供たちが自主的に読書活動を行うことができるよう取組の成果と課題を検

証し、平成２１年３月に第二次読書プランを、平成２６年２月に第三次読書プランを策定し、

子供の読書活動の推進に努めてきました。 

今回、第三次読書プランの期間中における取組の成果と課題を整理し、今後の本県における

子供たちの読書活動の目指す方向性を示すため、第四次読書プランを策定しました。 

本推進計画の策定に当たり、第四次読書プラン策定委員会の皆様をはじめ、貴重なご意見を

いただきました皆様に心からお礼申し上げます。 

 

 

 

平成３１年（２０１９年）３月 

熊本県教育委員会 
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〇 学校図書館法の改正等 

   平成２６年に学校図書館法の一部を改正する法律（平成２６年７月２９日法律第９３号）

が成立し、学校に学校司書（※）を置くように努めなければならないことや、学校司書への

研修等の実施について新たに規定されました。これを踏まえ、文部科学省に設置された「学

校図書館の整備充実に関する調査研究協力者会議」において検討がなされ、平成２８年１０

月に「これからの学校図書館の整備充実について（報告）」が取りまとめられました。これ

を受け、文部科学省において、学校図書館の整備充実を図るための「学校図書館ガイドライ

ン」や学校司書が学校図書館で職務を遂行するに当たって、履修していることが望ましいと

される科目を整理した「学校司書モデルカリキュラム」が作成されました。 

〇 学習指導要領の改訂等 

「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要

な方策等について（答申）」（平成２８年１２月２１日）を踏まえ、学習指導要領等が改訂

され、幼稚園教育要領、小学校及び中学校学習指導要領が平成２９年３月３１日に、また、

高等学校学習指導要領が平成３０年３月３０日にそれぞれ公示されました。 

小学校、中学校及び高等学校の新学習指導要領において、言語能力の育成を図るために、

各学校において必要な言語環境を整えるとともに、国語科を要としつつ各教科等の特質に応

じて、言語活動を充実することや、学校図書館を計画的に利用し、その機能の活用を図り、

児童生徒の自主的、自発的な読書活動を充実することが規定されました。 

具体的には、各学年において国語科の学習が読書活動に結び付くよう〔知識及び技能〕に

「読書」に関する指導事項を位置付けるとともに、「読むこと」の領域では、学校図書館な

どを利用して、様々な本などから情報を得て活用する言語活動例が示されました。 

〇 情報通信手段の普及・多様化  

子供の読書を取り巻く現状は、情報通信技術（ＩＣＴ）を利用する時間が増加傾向にあり、

あらゆる分野の多様な情報に触れることがますます容易になる一方で、視覚的な情報と言葉

の結び付きが希薄となり、知覚した情報の意味を吟味したり、文章の構造や内容を的確に捉

えたりしながら読み解くことが少なくなってきているのではないかとの指摘もあります。

（「子供の読書活動推進に関する有識者会議論点まとめ」平成３０年３月、文部科学省） 

また、児童生徒のスマートフォンの利用率は年々増加し、個人が所有する通信ゲームやパ

ソコン等も、以前にも増して子供の身近に存在するようになっています。さらに、ＳＮＳ（ソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス）等の情報通信手段（コミュニケーションツール）

も多様化しています。 

全国の児童生徒のスマートフォンの利用率 

 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

小学生 １７．１％ ２３．７％ ２７．０％ ２９．９％ 

中学生 ４１．９％ ４５．８％ ５１．７％ ５８．１％ 

高校生 ９０．７％ ９３．６％ ９４．８％ ９５．９％ 

（平成２９年度「青少年のインターネット利用環境実態調査」（内閣府）から） 

〇 読書の効果として、「読書をすることが多い子供ほど、コミュニケーションスキルや礼儀・

マナースキルが高い傾向にある」という調査結果が示されています。 

（「子供の生活力に関する実態調査」平成２７年５月、国立青少年教育振興機構） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 「１か月に１冊も本を読まない児童生徒の 

割合（不読率の割合）」について、文部科学 

省は、「子供の読書活動に関する現状と論点」 

（平成３０年３月）において、「年により不 

読率の数値に変動はあるものの、これまで中 

学生の時期までの子供については各地域で様 

々な読書活動の推進に関する取組が行われて 

きたこともあり、小学生と中学生の不読率は 

中長期的には改善傾向にある。一方で、高校 

生の不読率は依然として高い状況にある。」と分析しています。 

〇 日本の子供の読解力は、国際的に見て上位となっている一方で、直近の２０１５年の「Ｏ

ＥＣＤ生徒の学習到達度調査」では、２０１２年調査と比較して読解力の平均点が低下して

います。 

（２０１２年：平均５３８点、１位／３４か国、２０１５年：平均５１６点、６位／３５か

国、「２０１５年調査国際結果の要約」２０１６年１２月、文部科学省国立教育政策研究所） 

〇 平成２９年度全国学力学習状況調査における児童・生徒への質問紙調査結果によると、「新

聞をほとんど、または、全く読まない」と回答した児童生徒の割合が、年々増えています。 

新聞をほとんど、または、全く読まないと回答した児童生徒の割合 

 Ｈ２５年度 Ｈ２９年度 

小学校 ４５．９％ ５９．４％ 

中学校 ５５．２％ ６９．１％ 

第１章　読書を取り巻く現状と課題

1　読書の効果と現状（全国）
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〇 学校図書館法の改正等 

   平成２６年に学校図書館法の一部を改正する法律（平成２６年７月２９日法律第９３号）

が成立し、学校に学校司書（※）を置くように努めなければならないことや、学校司書への

研修等の実施について新たに規定されました。これを踏まえ、文部科学省に設置された「学

校図書館の整備充実に関する調査研究協力者会議」において検討がなされ、平成２８年１０

月に「これからの学校図書館の整備充実について（報告）」が取りまとめられました。これ

を受け、文部科学省において、学校図書館の整備充実を図るための「学校図書館ガイドライ

ン」や学校司書が学校図書館で職務を遂行するに当たって、履修していることが望ましいと

される科目を整理した「学校司書モデルカリキュラム」が作成されました。 

〇 学習指導要領の改訂等 

「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要

な方策等について（答申）」（平成２８年１２月２１日）を踏まえ、学習指導要領等が改訂

され、幼稚園教育要領、小学校及び中学校学習指導要領が平成２９年３月３１日に、また、

高等学校学習指導要領が平成３０年３月３０日にそれぞれ公示されました。 

小学校、中学校及び高等学校の新学習指導要領において、言語能力の育成を図るために、

各学校において必要な言語環境を整えるとともに、国語科を要としつつ各教科等の特質に応

じて、言語活動を充実することや、学校図書館を計画的に利用し、その機能の活用を図り、

児童生徒の自主的、自発的な読書活動を充実することが規定されました。 

具体的には、各学年において国語科の学習が読書活動に結び付くよう〔知識及び技能〕に

「読書」に関する指導事項を位置付けるとともに、「読むこと」の領域では、学校図書館な

どを利用して、様々な本などから情報を得て活用する言語活動例が示されました。 

〇 情報通信手段の普及・多様化  

子供の読書を取り巻く現状は、情報通信技術（ＩＣＴ）を利用する時間が増加傾向にあり、

あらゆる分野の多様な情報に触れることがますます容易になる一方で、視覚的な情報と言葉

の結び付きが希薄となり、知覚した情報の意味を吟味したり、文章の構造や内容を的確に捉

えたりしながら読み解くことが少なくなってきているのではないかとの指摘もあります。

（「子供の読書活動推進に関する有識者会議論点まとめ」平成３０年３月、文部科学省） 

また、児童生徒のスマートフォンの利用率は年々増加し、個人が所有する通信ゲームやパ

ソコン等も、以前にも増して子供の身近に存在するようになっています。さらに、ＳＮＳ（ソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス）等の情報通信手段（コミュニケーションツール）

も多様化しています。 

全国の児童生徒のスマートフォンの利用率 

 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 

小学生 １７．１％ ２３．７％ ２７．０％ ２９．９％ 

中学生 ４１．９％ ４５．８％ ５１．７％ ５８．１％ 

高校生 ９０．７％ ９３．６％ ９４．８％ ９５．９％ 

（平成２９年度「青少年のインターネット利用環境実態調査」（内閣府）から） 

〇 読書の効果として、「読書をすることが多い子供ほど、コミュニケーションスキルや礼儀・

マナースキルが高い傾向にある」という調査結果が示されています。 

（「子供の生活力に関する実態調査」平成２７年５月、国立青少年教育振興機構） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 「１か月に１冊も本を読まない児童生徒の 

割合（不読率の割合）」について、文部科学 

省は、「子供の読書活動に関する現状と論点」 

（平成３０年３月）において、「年により不 

読率の数値に変動はあるものの、これまで中 

学生の時期までの子供については各地域で様 

々な読書活動の推進に関する取組が行われて 

きたこともあり、小学生と中学生の不読率は 

中長期的には改善傾向にある。一方で、高校 

生の不読率は依然として高い状況にある。」と分析しています。 

〇 日本の子供の読解力は、国際的に見て上位となっている一方で、直近の２０１５年の「Ｏ

ＥＣＤ生徒の学習到達度調査」では、２０１２年調査と比較して読解力の平均点が低下して

います。 

（２０１２年：平均５３８点、１位／３４か国、２０１５年：平均５１６点、６位／３５か

国、「２０１５年調査国際結果の要約」２０１６年１２月、文部科学省国立教育政策研究所） 

〇 平成２９年度全国学力学習状況調査における児童・生徒への質問紙調査結果によると、「新

聞をほとんど、または、全く読まない」と回答した児童生徒の割合が、年々増えています。 

新聞をほとんど、または、全く読まないと回答した児童生徒の割合 

 Ｈ２５年度 Ｈ２９年度 

小学校 ４５．９％ ５９．４％ 

中学校 ５５．２％ ６９．１％ 

2　読書を取り巻く情勢の変化
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〇「全校一斉の読書活動を行う学校の割合」が、高等学校では増加しましたが、小中学校では 

減少しました。 

全校一斉読書を行う学校の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

〇「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」（平成１３年７月文部科学省告示１３２号）

に基づく、図書館設置に向けた検討や図書館資料の整備等の促進。 

〇子供等に親しまれる魅力ある図書館づくりを提案するため、学校、市町村立図書館に対する 

「肥後っ子いきいき読書アドバイザー派遣事業」（※）（平成２６年度までは「学校図書館デ 

ザインサポート事業」）の推進。 

〇「学校図書館図書標準」（※）の達成に向けた、計画的な図書の整備等の推進。 

〇学校司書の配置を促進。 

【現状】 

〇小中学校では、「肥後っ子いきいき読書アドバイザー派遣事業」を活用し、学校図書館の環境 

整備に取り組みました。この事業を活用した学校等においては、学校図書館を利用する児童 

生徒が増加しました。（毎年約６０団体へ派遣） 

〇平成２８年度の公立小中高等学校の１校当たりの蔵書冊数の平均は、小中学校では平成２４ 

年度より増加しました。高等学校においてはほぼ横ばいの状況でしたが、全国平均を大きく 

【成果指標】            目標値(H30)  制定時(H24)     現状値 

★児童生徒の１か月の読書冊数       

１冊以上             90％      84.6％    95.8％(H29) 

３冊以上             60％      50.4％    49.0％(H29) 

★全校一斉読書の割合  

公立小学校            100％      97.2％    96.4％(H28) 

公立中学校            100％      85.9％    78.4％(H28) 

公立高等学校           100％      84.2％    87.5％(H28) 

 

【課題】 

〇学年が上がるにつれ読書率が低下する児童生徒にとって、学校での一斉読書等の取組は読 

書の習慣付けのためには効果的であるため、今後も継続していく必要があります。 

 小学校 中学校 高等学校 

Ｈ２４年度 ９７．２％ ８５．９％ ８４．２％ 

Ｈ２８年度 ９６．４％ ７８．４％ ８７．５％ 

 

子ども図書室
子どもの図書

スペース

乳児のための

配架コーナー

幼児のための

配架コーナー

Ｈ２５年度 ７２．３％ ４６．４％ ６０．７％ ６０．７％

Ｈ３０年度 ７６．１％ ４７．０％ ７２．９％ ７５．０％

平成２６年２月に策定した第三次肥後っ子いきいき読書プラン（第三次読

書プラン）は、「『すべての子どもたちに読書のよろこびを』伝えるためのわ

たしたちの道標」として、５つの目標を定め、それぞれ「県が取り組むこと」、

「市町村や学校等に促していくこと」、「ボランティアに促していくこと」に

ついて方策を述べ、これに沿った取組を進めてきました。その現状と課題は

次のとおりです。

【主な取組】

〇保護者に対して子供の読書活動の重要性、基本的な生活習慣の確立についての啓発。

〇県立図書館において、児童サービスのモデルとなるような「子ども図書室」の運営。

〇市町村立図書館等において、多くの子供や保護者に読書のよろこびを伝えるための多様なお

はなし会の開催。

〇学校における「一斉読書」（※）や「朝読書」等の取組の推進。

〇学校における「必読書」や「推薦図書」のリスト等を活用した読書活動の推進。

【現状】

〇県立図書館では、子ども図書室の運営の中で、「土曜おはなし会」、「おはなしの時間」、「赤

ちゃんのおはなし会」などを定期的に開催しました。（それぞれに毎月２回～３回ずつ開催）

〇「子ども図書室」等を有する市町村立図書館が増加、また、公民館図書室においても「子ど

もの図書スペース」を有する割合が増加しました。

市町村立図書館における「子ども図書室」等を有する割合

〇「１か月に１冊以上本を読む児童生徒の割合」

は、小学生は全国平均をやや上回りましたが、

年々少しずつ減少しました。中学生は大きな

変化はなく全国平均をやや下回りました。高

校生は小中学生と比べると読書率は低い状況

にありますが、全国平均を大きく上回りまし

た。

97.4 97.1 96.2 95.8

96.2 95.2 96.0
94.4

90

95

100

H26 H27 H28 H29

１か月に１冊以上本を読む児童の割合の推移

（小学生）

本県 全国

81.3 83.8 83.6 83.8

85.0
86.6

84.6 85.0

80

85

90

H26 H27 H28 H29

１か月に１冊以上本を読む生徒の割合の推移

（中学生）

本県 全国

77.7 79.6 76.3 77.9

51.3 48.1 42.9 49.6

40
60
80

100

H26 H27 H28 H29

１か月に１冊以上本を読む生徒の割合の推移

（高校生）

本県 全国

3　第三次肥後っ子いきいき読書プラン推進期間における現状と課題（熊本県）

目標１ 　家庭、地域、学校において子どもが読書に親しむ機会の提供
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〇「全校一斉の読書活動を行う学校の割合」が、高等学校では増加しましたが、小中学校では 

減少しました。 

全校一斉読書を行う学校の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

〇「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」（平成１３年７月文部科学省告示１３２号）

に基づく、図書館設置に向けた検討や図書館資料の整備等の促進。 

〇子供等に親しまれる魅力ある図書館づくりを提案するため、学校、市町村立図書館に対する 

「肥後っ子いきいき読書アドバイザー派遣事業」（※）（平成２６年度までは「学校図書館デ 

ザインサポート事業」）の推進。 

〇「学校図書館図書標準」（※）の達成に向けた、計画的な図書の整備等の推進。 

〇学校司書の配置を促進。 

【現状】 

〇小中学校では、「肥後っ子いきいき読書アドバイザー派遣事業」を活用し、学校図書館の環境 

整備に取り組みました。この事業を活用した学校等においては、学校図書館を利用する児童 

生徒が増加しました。（毎年約６０団体へ派遣） 

〇平成２８年度の公立小中高等学校の１校当たりの蔵書冊数の平均は、小中学校では平成２４ 

年度より増加しました。高等学校においてはほぼ横ばいの状況でしたが、全国平均を大きく 

【成果指標】            目標値(H30)  制定時(H24)     現状値 

★児童生徒の１か月の読書冊数       

１冊以上             90％      84.6％    95.8％(H29) 

３冊以上             60％      50.4％    49.0％(H29) 

★全校一斉読書の割合  

公立小学校            100％      97.2％    96.4％(H28) 

公立中学校            100％      85.9％    78.4％(H28) 

公立高等学校           100％      84.2％    87.5％(H28) 

 

【課題】 

〇学年が上がるにつれ読書率が低下する児童生徒にとって、学校での一斉読書等の取組は読 

書の習慣付けのためには効果的であるため、今後も継続していく必要があります。 

 小学校 中学校 高等学校 

Ｈ２４年度 ９７．２％ ８５．９％ ８４．２％ 

Ｈ２８年度 ９６．４％ ７８．４％ ８７．５％ 
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Ｈ２５年度 ７２．３％ ４６．４％ ６０．７％ ６０．７％

Ｈ３０年度 ７６．１％ ４７．０％ ７２．９％ ７５．０％

平成２６年２月に策定した第三次肥後っ子いきいき読書プラン（第三次読

書プラン）は、「『すべての子どもたちに読書のよろこびを』伝えるためのわ

たしたちの道標」として、５つの目標を定め、それぞれ「県が取り組むこと」、

「市町村や学校等に促していくこと」、「ボランティアに促していくこと」に

ついて方策を述べ、これに沿った取組を進めてきました。その現状と課題は

次のとおりです。

【主な取組】

〇保護者に対して子供の読書活動の重要性、基本的な生活習慣の確立についての啓発。

〇県立図書館において、児童サービスのモデルとなるような「子ども図書室」の運営。

〇市町村立図書館等において、多くの子供や保護者に読書のよろこびを伝えるための多様なお

はなし会の開催。

〇学校における「一斉読書」（※）や「朝読書」等の取組の推進。

〇学校における「必読書」や「推薦図書」のリスト等を活用した読書活動の推進。

【現状】

〇県立図書館では、子ども図書室の運営の中で、「土曜おはなし会」、「おはなしの時間」、「赤

ちゃんのおはなし会」などを定期的に開催しました。（それぞれに毎月２回～３回ずつ開催）

〇「子ども図書室」等を有する市町村立図書館が増加、また、公民館図書室においても「子ど

もの図書スペース」を有する割合が増加しました。

市町村立図書館における「子ども図書室」等を有する割合

〇「１か月に１冊以上本を読む児童生徒の割合」

は、小学生は全国平均をやや上回りましたが、

年々少しずつ減少しました。中学生は大きな

変化はなく全国平均をやや下回りました。高

校生は小中学生と比べると読書率は低い状況

にありますが、全国平均を大きく上回りまし

た。
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目標２ 　子どもの読書活動を推進するための施設、設備その他の諸条件の整備・充実
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 おはなし 

ボランティア 

書架整理 

ボランティア 

布の絵本作成 

ボランティア 

朗読 

ボランティア 

Ｈ２５年度 ８０．９％ １４．９％ ２３．４％ １０．６％ 

Ｈ３０年度 ７５．０％  ７．７％ １５．４％  ５．８％ 

 

【主な取組】 

〇パートナーシップによる取組に重要な役割を担うボランティアの資質・技能の向上を図るた 

めのボランティア養成講座の開催。 

〇公立図書館や公民館図書室と学校図書館との図書資料の相互貸借（※）の推進。 

〇ボランティアとの連携・協力による取組の推進。 

【現状】 

〇県では、学校・図書館・読み聞かせボランティア団体等の資質・技能の向上を図るために、 

「熊本県読書応援ボランティア養成講座」（※）を毎年度２回ずつ実施しました。（毎年度約 

１２０人受講） 

〇県立図書館では、高等学校、特別支援学校への配本（延べ１１８校）や、幼稚園、保育所等、 

小中学校への図書資料の貸出し（延べ１１０団体への貸出し）に取り組みました。 

〇市町村立図書館におけるボランティアの受け入れは減少しました。 

市町村立図書館におけるボランティアの受け入れ状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

〇乳幼児検診を活用した時間や、学校、市町村立図書館、公民館図書室等において、ボラン

ティアとの連携・協力を充実させていく必要があります。 

◇ユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境の整備（※）・充実として挙げた２０項目 

①エレベーターやスロープの設置 ②ベビーカーの貸出し ③授乳コーナーの設置 ④館内案内板の設置 ⑤館

内案内等の点字による表示 ⑥館内案内等の外国語による表示 ⑦子ども用の検索コンピュータの設置、システ

ムの導入 ⑧病気や障がい等により来館できない幼児や児童生徒等への配本サービスや郵送サービス等 ⑨特別

支援学級や特別支援学校の児童生徒への図書館活用等のＰＲ ⑩特別支援学級や特別支援学校の児童生徒等の施

設見学や職場体験等の受け入れ ⑪外国語本の収集、貸出し ⑫対面朗読サービス ⑬布の絵本（※）の貸出し 

⑭点訳（点字）絵本（※）、児童書等の貸出し ⑮大活字本の貸出し ⑯大型絵本の貸出し ⑰朗読ＤＶＤ等の視

聴覚機器の貸出し ⑱手話や字幕入り映像資料の収集等 ⑲子どもの読書活動推進のための研究書等関連資料の

収集、貸出し ⑳子育て関連資料の収集等  
このユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境の整備・充実として挙げた２０項目は、平成２１年３月に第二次肥後っ子

いきいき読書プランを策定するときに、特別支援学校、病院、施設等に、「どんな施設やサービスがあるのか」、「どんな施設や

サービスがあったらいいか」について、訪問しながら聞き取りをし、２０項目にまとめたものです。 

 

上回っています。（平成２８年度の高等学校全国平均は２３，７９４冊）

〇平成２８年度において、「学校図書館図書標準」を達成している小中学校の割合は増加しま

したが、小中学校ともに全国平均に達しませんでした。

〇市町村立図書館数は、平成３０年度は平成２５年度調査時より５館増加し、５３館となりま

した。（本県設置率：５５．６％、全国平均：７６．２％）

〇平成３０年３月末の市町村立図書館の１００人当たりの蔵書冊数は増加しましたが、全国平

均に達しませんでした。（全国平均は、３４４．３冊）

〇平成３０年度の公立小中学校における学校司書を配置している市町村の割合は、平成２５年

度に比べると増加しました。学校司書を配置している市町村において、１校１人当たりの配

置を行っている自治体の数は１４市町村で、４３．８％に当たります。平成２５年度に比べ

ると２．４％増加しました。

学校司書の配置の割合

【成果指標】 目標値 制定時 現状値 全国平均
（H30） （H24） （H28） （H28）

★１校当たりの蔵書冊数の平均

公立小学校 9,000 冊 7,033 冊 7,571 冊 8,920 冊

公立中学校 11,000 冊 8,909 冊 9,578 冊 10,784 冊

公立高等学校 38,000 冊 36,811 冊 36,589 冊 23,794 冊

★学校図書館図書標準の達成学校の割合

公立小学校 50％ 40.9％ 55.9％ 66.4％

公立中学校 50％ 43.3％ 50.0％ 55.3％

★市町村立図書館数

55 館 48 館 53 館(H30) －

★市町村立図書館の 100 人当たりの蔵書冊数

322 冊 263 冊 305.6 冊(H30) 344.3 冊(H30)

【課題】

〇公立小中学校の１校当たりの蔵書冊数の平均は、全国平均には達していません。また、学

校図書館図書標準の達成割合も全国平均に達していないので、新たな図書の購入、情報が

古くなった図書等の更新など、今後も計画的・継続的な整備を進めていく必要があります。

〇学校図書館の図書資料の整備、館内レイアウト等をよりよいものにしていくために、学校

司書の配置がない市町村においては、肥後っ子いきいき読書アドバイザーの派遣事業等を

活用しながら整備に努めていく必要があります。

Ｈ２５年度 Ｈ３０年度

６４．４％（２９／４５市町村） ７１．１％（３２／４５市町村）
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 おはなし 

ボランティア 

書架整理 

ボランティア 

布の絵本作成 

ボランティア 

朗読 

ボランティア 

Ｈ２５年度 ８０．９％ １４．９％ ２３．４％ １０．６％ 

Ｈ３０年度 ７５．０％  ７．７％ １５．４％  ５．８％ 

 

【主な取組】 

〇パートナーシップによる取組に重要な役割を担うボランティアの資質・技能の向上を図るた 

めのボランティア養成講座の開催。 

〇公立図書館や公民館図書室と学校図書館との図書資料の相互貸借（※）の推進。 

〇ボランティアとの連携・協力による取組の推進。 

【現状】 

〇県では、学校・図書館・読み聞かせボランティア団体等の資質・技能の向上を図るために、 

「熊本県読書応援ボランティア養成講座」（※）を毎年度２回ずつ実施しました。（毎年度約 

１２０人受講） 

〇県立図書館では、高等学校、特別支援学校への配本（延べ１１８校）や、幼稚園、保育所等、 

小中学校への図書資料の貸出し（延べ１１０団体への貸出し）に取り組みました。 

〇市町村立図書館におけるボランティアの受け入れは減少しました。 

市町村立図書館におけるボランティアの受け入れ状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

〇乳幼児検診を活用した時間や、学校、市町村立図書館、公民館図書室等において、ボラン

ティアとの連携・協力を充実させていく必要があります。 

◇ユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境の整備（※）・充実として挙げた２０項目 

①エレベーターやスロープの設置 ②ベビーカーの貸出し ③授乳コーナーの設置 ④館内案内板の設置 ⑤館

内案内等の点字による表示 ⑥館内案内等の外国語による表示 ⑦子ども用の検索コンピュータの設置、システ

ムの導入 ⑧病気や障がい等により来館できない幼児や児童生徒等への配本サービスや郵送サービス等 ⑨特別
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学校司書の配置の割合

【成果指標】 目標値 制定時 現状値 全国平均
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★学校図書館図書標準の達成学校の割合
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公立中学校 50％ 43.3％ 50.0％ 55.3％

★市町村立図書館数

55 館 48 館 53 館(H30) －

★市町村立図書館の 100 人当たりの蔵書冊数

322 冊 263 冊 305.6 冊(H30) 344.3 冊(H30)

【課題】

〇公立小中学校の１校当たりの蔵書冊数の平均は、全国平均には達していません。また、学

校図書館図書標準の達成割合も全国平均に達していないので、新たな図書の購入、情報が

古くなった図書等の更新など、今後も計画的・継続的な整備を進めていく必要があります。

〇学校図書館の図書資料の整備、館内レイアウト等をよりよいものにしていくために、学校

司書の配置がない市町村においては、肥後っ子いきいき読書アドバイザーの派遣事業等を

活用しながら整備に努めていく必要があります。

Ｈ２５年度 Ｈ３０年度

６４．４％（２９／４５市町村） ７１．１％（３２／４５市町村）

目標４ 　ユニバーサルデザイン（※）の視点を踏まえた子どもの読書活動の推進

目標３ 　図書館、学校、ボランティアとのパートナーシップ（※）による取組みの推進
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【現状】 

〇毎年度、内容を工夫した「熊本県子どもの読書活動推進フェスティバル」を行ったことで、

子供から大人まで多くの方に読書の楽しさを提供することができました。（平成２６年度から

平成２９年度において合計４１７人が参加、毎年度定員いっぱいの参加） 

〇「熊本県童話発表大会」では、毎年度県内の約３８０校から選抜された児童２３人が発表し、

昔話や童話を楽しむことができました。（大会参加者は毎年度約２００人） 

 〇「市町村子どもの読書活動推進計画」の改定率は３５．６％で、目標値（１００％）に達し 

ていません。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【成果指標】            目標値(H30)   制定時(H24)   現状値(H29)

★「市町村子どもの読書活動推進計画」の改定率 

      100％      13.3％       35.6％ 

〔第四次読書プランに向けて〕 

第三次読書プラン推進期間中の本県の子供の読書率の変容はあまりありません。本県に

おいては、高校生の読書率は全国平均に比べると大きく上回っているものの、小学生、中

学生と学年が上がるにつれて読書率は低下する傾向にあります。これは、勉強する時間や

部活動、メディアを利用する時間が中学生、高校生の放課後の時間の多くを占めている実

態や、それまでに読書習慣が形成されていないこと、読書の関心度合いが低くなり本から

遠ざかっていることが要因だと考えられます。 

そのため、できるだけ早い段階から読書に関心を持つようなきっかけを作り、読書の習

慣を身に付けさせるとともに、子供を取り巻く様々な読書環境を整備・充実させていくこ

とが必要です。 

すなわち、家庭、地域、学校等が連携・協力して、読書習慣の形成を一層効果的に図り

ながら、乳幼児期、小学生期等の発達段階に応じた読書、そのことを通じて読書が好きに

なるような取組を推進していくことが重要です。 

具体的には、発達段階に応じ、目指す子供の読書の姿を明らかにするとともに、家庭、

地域、学校等における乳幼児期、小学生期等のそれぞれの発達段階に応じた読書の機会の

設定や、多様な読書の手法を使い、読書への関心を高める取組の推進、学校図書館及び市

町村立図書館等の整備・充実等の環境づくり、公立図書館、学校、行政、ボランティア等

との更なる連携・協力の推進等に取り組んでいくことが必要です。 

【課題】 

〇様々な読書の関心を高める取組は今後も継続するとともに、広報紙やホームページ、学 

校だより等を活用した啓発も継続していく必要があります。 

〇市町村の実態に応じた推進計画になるよう見直し、改定を促していく必要があります。 

〇障がいの有無に関わらず誰もが公立図書館や学校図書館で読書を楽しむことができるための 

ユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境整備の推進。 

〇「障がいのある子どもたちの読書活動推進支援事業」（※）に全ての特別支援学校が取り組む

ための事業説明や助言及び啓発の推進。 

〇公立図書館における外国語の児童書や絵本等の収集と外国語によるおはなし会の実施。 

【現状】 

 〇ユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境整備（２０項目中１１項目以上）を行っている 

市町村立図書館（調査図書館数５２館）の割合は、わずかながら増加しました。 

（平成２５年度：２７．７％、平成３０年度：２８．８％） 

〇ユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境整備で、大活字本（※）や大型絵本の貸出しを

行っている市町村立図書館の割合はどちらも８０％を超えています（大活字本８０．８％、

大型絵本８６．５％）が、対面朗読サービスを行っている図書館の割合は１．９％、館内案

内板の外国語や点字による表示を行っている図書館の割合は３．８％です。 

〇公立学校における日本語の指導が必要な児童生徒が在籍する学校は８２校です。全ての学校

で、児童生徒の実態に応じた図書資料の整備や読み聞かせ等に取り組まれています。 

〇県内全ての特別支援学校で、「障がいのある子どもたちの読書活動推進支援事業」を活用し、 

在籍する子供に読み聞かせ等の継続的な実施や、児童生徒のニーズに応じた図書資料の購入 

ができました。（平成２６年度より毎年度全校実施） 

〇病院等で長期療養中の子供への読書活動の取組は、継続したものになりませんでした。 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

〇子供から大人まで誰もが読書に親しむための「熊本県子どもの読書活動推進フェスティバル」 

（※）の開催。 

〇公立図書館と学校が連携した子供の読書意欲や読書力の向上と豊かな心を育むための「熊本

県童話発表大会」の開催。 

〇「子ども読書の日」、「こどもの読書週間」にちなんだ記念行事（特別おはなし会やワークシ 

ョップ等）の開催。 

〇子供の読書活動の推進に向けた「市町村子どもの読書活動推進計画」の改定の啓発。 

 

【課題】 

〇市町村立図書館のユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境整備は、ハード面、ソフト

面とも継続して行っていく必要があります。 

〇病院等で長期療養中の子供へのニーズに応じた読書活動ができるよう関係機関やボランテ

ィア団体との連携が必要です。 

目標５ 　社会的気運の醸成のための啓発広報の推進
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【成果指標】            目標値(H30)   制定時(H24)   現状値(H29)
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慣を身に付けさせるとともに、子供を取り巻く様々な読書環境を整備・充実させていくこ
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なるような取組を推進していくことが重要です。 
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ユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境整備の推進。 

〇「障がいのある子どもたちの読書活動推進支援事業」（※）に全ての特別支援学校が取り組む

ための事業説明や助言及び啓発の推進。 

〇公立図書館における外国語の児童書や絵本等の収集と外国語によるおはなし会の実施。 

【現状】 

 〇ユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境整備（２０項目中１１項目以上）を行っている 

市町村立図書館（調査図書館数５２館）の割合は、わずかながら増加しました。 
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〇ユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境整備で、大活字本（※）や大型絵本の貸出しを

行っている市町村立図書館の割合はどちらも８０％を超えています（大活字本８０．８％、

大型絵本８６．５％）が、対面朗読サービスを行っている図書館の割合は１．９％、館内案

内板の外国語や点字による表示を行っている図書館の割合は３．８％です。 

〇公立学校における日本語の指導が必要な児童生徒が在籍する学校は８２校です。全ての学校

で、児童生徒の実態に応じた図書資料の整備や読み聞かせ等に取り組まれています。 

〇県内全ての特別支援学校で、「障がいのある子どもたちの読書活動推進支援事業」を活用し、 

在籍する子供に読み聞かせ等の継続的な実施や、児童生徒のニーズに応じた図書資料の購入 

ができました。（平成２６年度より毎年度全校実施） 

〇病院等で長期療養中の子供への読書活動の取組は、継続したものになりませんでした。 

 

 

 

 

 

 

【主な取組】 

〇子供から大人まで誰もが読書に親しむための「熊本県子どもの読書活動推進フェスティバル」 

（※）の開催。 

〇公立図書館と学校が連携した子供の読書意欲や読書力の向上と豊かな心を育むための「熊本

県童話発表大会」の開催。 

〇「子ども読書の日」、「こどもの読書週間」にちなんだ記念行事（特別おはなし会やワークシ 

ョップ等）の開催。 
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【課題】 

〇市町村立図書館のユニバーサルデザインの視点を踏まえた環境整備は、ハード面、ソフト

面とも継続して行っていく必要があります。 

〇病院等で長期療養中の子供へのニーズに応じた読書活動ができるよう関係機関やボランテ

ィア団体との連携が必要です。 
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国の第四次基本計画では、国、県、市町村の役割が示されています。本県においても

同様に、国、県、市町村の役割を明記しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 平成３１年度（２０１９年度）からの５年間の計画とします。 

 

〇関係府省庁間相互の密接な連携と都道府県及び市町村相互の連携の更なる強化を図 

る。  

〇「子ども読書の日」等の全国的な普及・啓発の推進や優れた取組の奨励を図る。 

〇都道府県が市町村への支援等、子供の読書活動を推進するに当たって必要な支援を

行う。 

〇子供の不読率及び市町村推進計画の策定率の数値目標の達成を目指す。 

 

〇子供の読書活動の推進に当たっては、子供や保護者に最も近い立場にあり、その役

割は重要である。県と同様に、教育委員会のみならず福祉部局、学校、図書館、ボ

ランティア等の関係者との連携・協力によって、横断的な取組が行われるような体

制を整備するよう努める。 

〇「第四次子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」（文部科学省）及び本県「第

四次読書プラン」を踏まえながら、市町村推進計画の内容や目標の達成度等につい

て点検評価を行い、必要に応じて市町村推進計画の改定を行うよう努める。 

 

〇市町村に対し、図書の長期貸出し等、県立図書館を活用した支援を行う。 

〇市町村の施策の紹介や域内の関係者が連携して読書活動を推進するための助言等

を行う。 

〇教育委員会のみならず福祉部局、学校、図書館、ボランティア等の関係者との連携・

協力によって、横断的な取組が行われるような体制を整備するよう努める。 

〇推進計画の内容や目標の達成度等の点検及び評価を行い、必要に応じて計画の見直

しに努める。 

 

第四次 肥後っ子いきいき読書プラン 

市町村子どもの読書活動推進計画 

子供の読書活動の推進に関する基本的な計画 

（第四次基本計画）  〈文部科学省〉 

子どもの読書活動の推進に関する法律 

○ 「子どもの読書活動の推進に関する法律」（平成１３年１２月１２日法律第１５４号）

第２条では、基本理念として「子どもの読書活動は、子どもが、言葉を学び、感性を

磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生をより深く生きる力を身に付け

ていく上で欠くことのできないものであることにかんがみ、すべての子どもがあらゆ

る機会とあらゆる場所において自主的に読書活動を行うことができるよう、積極的に

そのための環境の整備が推進されなければならない。」とされています。

このことを受け、「すべての子供に読書のよろこびを」伝えるために、本県の第四次

読書プランにおいては、次のことを基本理念とします。

すべての子供があらゆる機会とあらゆる場所において自主的に

読書活動を行うことができるための積極的な環境整備の推進

○ さらに、県、市町村、家庭、地域、学校等が、次のような子供の発達段階に応じた具

体的な「目指す子供の姿」を実現するために、それぞれの立場で子供の読書活動の推

進に取り組みます。

○ 「子どもの読書活動の推進に関する法律」第９条１項に基づき策定する、本県にお

ける子供の読書活動を推進するための計画です。

○ 「すべての子供に読書のよろこびを」伝えるための私たちの道標として、県の取組、

市町村や学校、ボランティア団体等の取組を示しました。

また、「子どもの読書活動の推進に関する法律」第９条２項に基づき、市町村が「市

町村における子どもの読書活動の推進に関する施策についての計画」を策定する際の

基本となるものです。

○ 「第三次読書プラン」（計画期間：平成２６年度～平成３０年度）の後継計画であり、

国の「子供の読書活動の推進に関する基本的な計画（第四次基本計画）」（文部科学省、

平成３０年４月策定）を踏まえ、本県の子供の読書活動に関する施策を総合的・計画

的に推進する内容とします。

〈目指す子供の姿〉

乳幼児期：絵本や物語を読んでもらい、興味を示す子供 等

小学生期：多くの本を読んだり、読書の幅を広げたりする子供 等

中学生期：本の内容に共感したり、将来を考えたりする子供 等

高校生期：知的興味に応じた幅広い読書をする子供 等

第２章　計画の基本的方針

1　基本理念

2　計画の性格
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国の第四次基本計画では、国、県、市町村の役割が示されています。本県においても

同様に、国、県、市町村の役割を明記しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 平成３１年度（２０１９年度）からの５年間の計画とします。 

 

〇関係府省庁間相互の密接な連携と都道府県及び市町村相互の連携の更なる強化を図 

る。  

〇「子ども読書の日」等の全国的な普及・啓発の推進や優れた取組の奨励を図る。 

〇都道府県が市町村への支援等、子供の読書活動を推進するに当たって必要な支援を

行う。 

〇子供の不読率及び市町村推進計画の策定率の数値目標の達成を目指す。 

 

〇子供の読書活動の推進に当たっては、子供や保護者に最も近い立場にあり、その役

割は重要である。県と同様に、教育委員会のみならず福祉部局、学校、図書館、ボ

ランティア等の関係者との連携・協力によって、横断的な取組が行われるような体

制を整備するよう努める。 

〇「第四次子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」（文部科学省）及び本県「第

四次読書プラン」を踏まえながら、市町村推進計画の内容や目標の達成度等につい

て点検評価を行い、必要に応じて市町村推進計画の改定を行うよう努める。 

 

〇市町村に対し、図書の長期貸出し等、県立図書館を活用した支援を行う。 

〇市町村の施策の紹介や域内の関係者が連携して読書活動を推進するための助言等

を行う。 

〇教育委員会のみならず福祉部局、学校、図書館、ボランティア等の関係者との連携・

協力によって、横断的な取組が行われるような体制を整備するよう努める。 

〇推進計画の内容や目標の達成度等の点検及び評価を行い、必要に応じて計画の見直

しに努める。 

 

第四次 肥後っ子いきいき読書プラン 

市町村子どもの読書活動推進計画 

子供の読書活動の推進に関する基本的な計画 

（第四次基本計画）  〈文部科学省〉 

子どもの読書活動の推進に関する法律 

○ 「子どもの読書活動の推進に関する法律」（平成１３年１２月１２日法律第１５４号）

第２条では、基本理念として「子どもの読書活動は、子どもが、言葉を学び、感性を

磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものにし、人生をより深く生きる力を身に付け

ていく上で欠くことのできないものであることにかんがみ、すべての子どもがあらゆ

る機会とあらゆる場所において自主的に読書活動を行うことができるよう、積極的に

そのための環境の整備が推進されなければならない。」とされています。

このことを受け、「すべての子供に読書のよろこびを」伝えるために、本県の第四次

読書プランにおいては、次のことを基本理念とします。

すべての子供があらゆる機会とあらゆる場所において自主的に

読書活動を行うことができるための積極的な環境整備の推進

○ さらに、県、市町村、家庭、地域、学校等が、次のような子供の発達段階に応じた具

体的な「目指す子供の姿」を実現するために、それぞれの立場で子供の読書活動の推

進に取り組みます。

○ 「子どもの読書活動の推進に関する法律」第９条１項に基づき策定する、本県にお

ける子供の読書活動を推進するための計画です。

○ 「すべての子供に読書のよろこびを」伝えるための私たちの道標として、県の取組、

市町村や学校、ボランティア団体等の取組を示しました。

また、「子どもの読書活動の推進に関する法律」第９条２項に基づき、市町村が「市

町村における子どもの読書活動の推進に関する施策についての計画」を策定する際の

基本となるものです。

○ 「第三次読書プラン」（計画期間：平成２６年度～平成３０年度）の後継計画であり、

国の「子供の読書活動の推進に関する基本的な計画（第四次基本計画）」（文部科学省、

平成３０年４月策定）を踏まえ、本県の子供の読書活動に関する施策を総合的・計画

的に推進する内容とします。

〈目指す子供の姿〉

乳幼児期：絵本や物語を読んでもらい、興味を示す子供 等

小学生期：多くの本を読んだり、読書の幅を広げたりする子供 等

中学生期：本の内容に共感したり、将来を考えたりする子供 等

高校生期：知的興味に応じた幅広い読書をする子供 等

4　計画推進に係る国、県、市町村の役割

5　計画の期間

3　計画の位置付け
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基本理念や目指す子供の姿の実現に向け、第１章で整理した課題に対する解決や本県

の子供の読書活動を推進していくため、今後５年間で取り組む目標を定め、取組を進め

ていきます。 

 

【目標】１か月に１冊以上本を読む児童生徒を増やします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標】全校一斉読書に取り組む学校の割合を増やします。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

【目標】学校図書館の図書の充実に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈指標〉児童生徒の読書率 
 

○小 学 生 ９５．８％（Ｈ２９） ⇒ ９８％  

○中 学 生 ８３．８％（Ｈ２９） ⇒ ９０％    

○高 校 生 ７７．９％（Ｈ２９） ⇒ ８０％ 

〈指標〉全校一斉読書に取り組む学校の割合 

 

○小 学 校 ９６．４％（Ｈ２８） ⇒ １００％ 

○中 学 校  ７８．４％（Ｈ２８） ⇒  ９０％ 

○高等学校 ８７．５％（Ｈ２８） ⇒  ９５％ 

（５年後の読書率） 

（５年後の割合） 

〈指標〉学校１校当たりの平均蔵書冊数 
 

○小 学 校    ７，５７１冊（Ｈ２８） ⇒  ８，０００冊  

（全国平均８，９２０冊）   

○中 学 校    ９，５７８冊（Ｈ２８） ⇒ １０，０００冊  

（全国平均１０，７８４冊） 

○高等学校    ３６，５８９冊（Ｈ２８）  ⇒ ３７，０００冊 

（全国平均２３，７９４冊） 

（５年後の平均蔵書冊数） 

基本理念及び目指す子供の姿の実現に向け、５つの重点施策を掲げました。この５つ

の重点施策についての具体的な方策を示し、取り組んでいきます。 

 

 

 

家庭、地域、学校等において子供が読書に親しむ機会の提供 

家庭、地域、学校等を通じて、子供の発達段階に応じた効果的な取組

を推進し、楽しく読書に親しむ機会の提供を積極的に行い、子供の読書

意欲を高め、進んで読書をしようとする態度を育て、生涯にわたる読書

習慣を身に付けていくことができるよう取り組みます。 

 

 

 

読書活動を推進するための施設、設備その他の諸条件の整備・充実 

豊かな読書環境に接することを通して、すべての子供が目的や意欲に

応じ、読書の喜びや楽しさを味わうことができるよう、図書館、公民館

図書室、学校等において、該当施設の設置、充実や図書館資料等の整備

及び専門的な知識を持った人の配置が行われるよう取り組みます。 

 

図書館、ボランティア、学校等とのパートナーシップによる取組の推進 

図書館、公民館図書室、ボランティア、学校等の子供の読書活動に携 

わる関係者がパートナーシップのもと、それぞれの特性、特色、良さな 

どを尊重し、生かし合いながら情報の共有や連携・協力により、読書活 

動の充実に取り組みます。 

 

ユニバーサルデザインの視点を踏まえた子供の読書活動の推進 

ユニバーサルデザインの視点を踏まえ、障がいのある子供や長期療養

中等で児童読書サービスを受けることが困難な子供、母国語が日本語で

はない子供等の読書活動を推進するため、その実態を把握するととも

に、よりきめ細かな配慮のもと読書活動が行われるよう努めます。 

 

社会的気運の醸成のための啓発広報の推進 

「子ども読書の日」（４月２３日）をはじめ、読書週間や子供の読書活

動に関わる様々な情報、優れた取組等について、広報媒体を活用してそ

の啓発に努めるとともに、催しにおいても、参加者の交流を通じ社会的

気運が醸成されるよう努めます。 

6　計画の重点施策
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基本理念や目指す子供の姿の実現に向け、第１章で整理した課題に対する解決や本県

の子供の読書活動を推進していくため、今後５年間で取り組む目標を定め、取組を進め

ていきます。 

 

【目標】１か月に１冊以上本を読む児童生徒を増やします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標】全校一斉読書に取り組む学校の割合を増やします。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

【目標】学校図書館の図書の充実に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈指標〉児童生徒の読書率 
 

○小 学 生 ９５．８％（Ｈ２９） ⇒ ９８％  

○中 学 生 ８３．８％（Ｈ２９） ⇒ ９０％    

○高 校 生 ７７．９％（Ｈ２９） ⇒ ８０％ 

〈指標〉全校一斉読書に取り組む学校の割合 

 

○小 学 校 ９６．４％（Ｈ２８） ⇒ １００％ 

○中 学 校  ７８．４％（Ｈ２８） ⇒  ９０％ 

○高等学校 ８７．５％（Ｈ２８） ⇒  ９５％ 

（５年後の読書率） 

（５年後の割合） 

〈指標〉学校１校当たりの平均蔵書冊数 
 

○小 学 校    ７，５７１冊（Ｈ２８） ⇒  ８，０００冊  

（全国平均８，９２０冊）   

○中 学 校    ９，５７８冊（Ｈ２８） ⇒ １０，０００冊  

（全国平均１０，７８４冊） 

○高等学校    ３６，５８９冊（Ｈ２８）  ⇒ ３７，０００冊 

（全国平均２３，７９４冊） 

（５年後の平均蔵書冊数） 

基本理念及び目指す子供の姿の実現に向け、５つの重点施策を掲げました。この５つ

の重点施策についての具体的な方策を示し、取り組んでいきます。 

 

 

 

家庭、地域、学校等において子供が読書に親しむ機会の提供 

家庭、地域、学校等を通じて、子供の発達段階に応じた効果的な取組

を推進し、楽しく読書に親しむ機会の提供を積極的に行い、子供の読書

意欲を高め、進んで読書をしようとする態度を育て、生涯にわたる読書

習慣を身に付けていくことができるよう取り組みます。 

 

 

 

読書活動を推進するための施設、設備その他の諸条件の整備・充実 

豊かな読書環境に接することを通して、すべての子供が目的や意欲に

応じ、読書の喜びや楽しさを味わうことができるよう、図書館、公民館

図書室、学校等において、該当施設の設置、充実や図書館資料等の整備

及び専門的な知識を持った人の配置が行われるよう取り組みます。 

 

図書館、ボランティア、学校等とのパートナーシップによる取組の推進 

図書館、公民館図書室、ボランティア、学校等の子供の読書活動に携 

わる関係者がパートナーシップのもと、それぞれの特性、特色、良さな 

どを尊重し、生かし合いながら情報の共有や連携・協力により、読書活 

動の充実に取り組みます。 

 

ユニバーサルデザインの視点を踏まえた子供の読書活動の推進 

ユニバーサルデザインの視点を踏まえ、障がいのある子供や長期療養

中等で児童読書サービスを受けることが困難な子供、母国語が日本語で

はない子供等の読書活動を推進するため、その実態を把握するととも

に、よりきめ細かな配慮のもと読書活動が行われるよう努めます。 

 

社会的気運の醸成のための啓発広報の推進 

「子ども読書の日」（４月２３日）をはじめ、読書週間や子供の読書活

動に関わる様々な情報、優れた取組等について、広報媒体を活用してそ

の啓発に努めるとともに、催しにおいても、参加者の交流を通じ社会的

気運が醸成されるよう努めます。 

7　今後５年間で重点的に取り組む事項
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基本理念や目指す子供の姿を実現するために、５つの重点施策において、どのような

取組を進めるか、市町村や学校等に対し、どのような取組を推進してほしいか、その指

針となる具体的方策を定めます。 

なお、推進に当たっては、家庭、地域、学校等、そして県や市町村の行政などがそれ 

 ぞれの役割や責務を果たし、お互いに連携・協力して取り組みます。 

 また、市町村や学校等においては、それぞれの状況に応じて取組を進め、読書活動を

推進していくことを期待します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策１ 

家庭、地域、学校等において子供が読書に親しむ機会の提供 

子供の読書活動の推進を確かなものにするためには、家庭、地域、学校等を通じた社

会全体での取組が不可欠です。 

そのため、家庭、地域、学校等がそれぞれの立場で、子供の発達段階に応じた効果的

な取組を推進し、楽しく読書に親しむ機会の提供を積極的に行うことで、子供の読書意

欲を高め、進んで読書をしようとする態度を育て、生涯にわたる読書習慣を身に付けて

いくよう取り組みます。 

 

家庭は、子供の基本的生活習慣を育む場であり、保護者による読み聞かせやお話（スト 

ーリーテリング）（※）により、子供が初めて本と出会 

う場でもあります。 

このような場において、子供が読書に興味・関心を 

持ち、自ら親しむことができるよう、保護者が意識し、 

継続的に子供の読書習慣を育んでいくことが非常に重 

要です。 

そのため、家庭では、まず保護者が読書に対する理 

解を深め、自ら読書に親しむことが大切です。そのう 

えで、様々な情報を得ながら、子供の発達段階に応じ、子供との楽しい触れあいの中で、 

読み聞かせを行ったり、子供と一緒に本を読んだりするなどの「読書の時間」を設けるよ 

う努力していくことが求められます。 

家庭での読み聞かせ 

◇◆◇家庭における子供の読書活動の機会の充実について◇◆◇ 

 

【目標】市町村立図書館、公民館図書室と学校等の相互貸借や移動図書館（※）

などを利用した配本活動ができる整備を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

【目標】市町村における読書関連イベント（おはなし会等）の開催や読書に係る

啓発活動の促進を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標】「市町村子どもの読書活動推進計画」の改定を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〈指標〉市町村立図書館、公民館図書室と学校等との配本等に取り組む割合 

 
 

５１．１％（Ｈ３０） ⇒ １００％ 

 

〈指標〉策定当時の計画（２２市町村）の改定 ⇒ １００％ 

〈指標〉読書関連イベントや広報紙の発行等の啓発活動を行っている市町村の割合

（市町村立図書館や公民館図書室、児童館等において） 
 

 

８２．７％（Ｈ３０） ⇒ １００％   

（※上記数値は、市町村立図書館を有している市町村の回答） 

（５年後の割合） 

（５年後の改定率） 

（５年後の割合） 
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